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成果とりまとめの評価に対する本委員会の位置付け

 必須の課題について

• 第3期中長期計画（H27～H33）で設定された深地層の研究施設計画
（瑞浪3課題、幌延3課題）における重点研究課題
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 評価の背景と時期について

• 現中長期計画：「H31年度末を目途に、外部専門家による評価を実施」

⇒機構中間評価のタイミング（H30）に合わせ、一年前倒して実施

⇒今年度開催する計2回の委員会において、報告書案に対する技術的
評価（最終的には、成果の達成度の評価）を頂きたい

超深地層研究所計画（瑞浪） 幌延深地層研究計画

① 地下坑道における工学的対策技術の開発 ①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

② 物質移動モデル化技術の開発 ② 処分概念オプションの実証

③ 坑道埋め戻し技術の開発 ③ 地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証



評価作業の内容
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説明事項（JAEA） 審議検討事項／アウトプット（委員会）

第23回
（今回）

方針説明
取りまとめ報告書原案の説明

 成果の確認・議論
 取りまとめ報告書原案への意見

⇒コメントシートの作成

第24回
（H31.1頃）

取りまとめ報告書最終案の説明

 成果の確認・議論
 取りまとめ報告書最終案の評価

⇒評価シートの作成

第24回後
（～H31.2頃）

評価シートの集約（事務局）⇒総括的評価案の作成（委員長）⇒総括的評
価案の確認・修正（事務局⇔各委員）⇒総括的評価の確定

※メールベースで作業

 評価作業の具体的内容とアウトプット

第23回後～第24回前⇒技術的議論等の必要性に応じて個別説明を実施



第23回委員会（今回）の評価作業について
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報告書原案について、各委員の専門分野を中心に確認・議論、意見を頂く
⇒コメントシートの作成

委員会終了後、10月末を目処に各委員からのコメントを事務局が集約

必須の課題
（瑞浪）

委員の意見

(1)地下坑道における工学
的対策技術の開発

(例)

 p.**に示されている解析や結果まとめる上で、○○○で行われたよ
うな過去の研究事例が参考となる。

 p.**に示されている結果の記述（○○○）について、最終的な結論
に至るまでの追跡性を確保するために、具体的なデータもしくはそれ
らが記述されている引用先を提示すべきである。

 ・・・・

(2) 物質移動モデル化技
術の開発

 ・・・・

 ・・・・

 コメントシートのイメージ



必須の課題
（瑞浪）

委員の評価結果

(1)地下坑道における工学
的対策技術の開発

(例)

 ○○○に関する必須の課題の研究では、～～の点で新規性が高い
成果が得られており、また国際誌などにも公表されていることから、
高く評価できる。

 ○○○に関する必須の課題の研究では、～～の点で得られたデータ
の信頼性に改善の余地があり、最終的な成果とりまとめに際しての
データの再評価を期待する。

 ・・・・

(2) 物質移動モデル化技
術の開発

 ・・・・
 ・・・・

第24回委員会（次回）の評価作業について

4

報告書最終案について、第23回委員会のコメント反映状況を確認するとともに、
最終的な成果の確認・議論の後、評価をいただく⇒評価シートの作成

評価シートのイメージ

委員会終了後、2週間（1月中旬）以内を目処に事務局宛に送付・集約



第24回（次回）委員会の議論、評価シート作成における
評価の視点について
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 国内外の先行事例などを参考に、適切な技術や知見が導入されているか

 適切な質・量のデータが取得されているか

 結果や考察の導出に論理的な矛盾や飛躍はないか

 地層処分の事業や安全規制にとって、新規性・有用性のある成果が得られて
いるか

 技術報告書や国内外の学会、論文等において、研究成果が発表されているか

 他分野にも波及効果のある成果が得られているか

等

 主な評価の視点



必須の課題
（瑞浪）

各委員の評価 総括的評価

(1)地下坑道に
おける工学的対
策技術の開発

(例)

 ○○○に関する必須の課題の研究では、
～～の点で新規性が高い成果が得られ
ており、また国際誌などにも公表されて
いることから、高く評価できる。

 ○○○に関する必須の課題の研究では、
～～の点で得られたデータの信頼性に
改善の余地があり、最終的な成果とりま
とめに際してのデータの再評価を期待
する。

 ・・・・

(例)

「地下坑道における工学的
対策技術の開発」に関する
必須の課題の成果は、科学
的・技術的観点から妥当で
あり、当初の目標を達成し
ていると評価できる。

(2) 物質移動
モデル化技術

の開発

 ・・・・
 ・・・・  ・・・・

第24回委員会（次回）以降の評価作業について
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報告書最終案について、各委員の評価を集約するとともに、成果の達成度の観点
から、総括的評価として取りまとめ（集約：事務局、原案策定：委員長）

成果の
達成度
の観点

原案策定後、各委員への確認依頼(1月下旬)を経て 、2月中旬を目途に確定
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評価スケジュール（概略）

第3期中長期計画期間

年度 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33

URL検討
委員会

研究開発
・評価
委員会

第23回

方針説明
議論

議論
総括

第24回

審議 委員長から
理事長に答申

必須の課題成果とりまとめ
最終成果とりまとめ

次期全体計画

報告

データの更新・追加

必須の課題成果
取りまとめ報告書完成

理事長から
委員長に諮問

地層処分研究開発
中間評価



H30年度 H31年度

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

必
須
の
課
題
報
告
書

Ｕ
Ｒ
Ｌ
検
討
委
員
会

評価スケジュール（詳細）
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第23回

地層処分研究開発・評価委員会

報告書完成

第24回

完成度～40%

完成度～80%

完成度～100%

報告書原案の
作成

報告 フィードバック 報告 フィードバック

データの更新・追加

確認・議論
評価（評価シートの作成）

確認・議論
提言（コメントシートの作成）

報告

報告書最終案の作成
個別説明

総括的評価の確定
総括的評価案
の策定・確認

コメント集約



（参考）
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研究開発・評価委員会の位置づけ
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理事長 経営顧問会議
助言・提言

研究開発顧問会

助言・提言

部門長

□□ユニット
△△グループ

内部評
価ユニット、
グループの
業務実績

拠点/事業推進組織

○○所/センター/部

外部の
専門家

・
有識者

○○長

□□部
△△課

内部評価

意

見

運営管理組織

○○部/室

部長

□□課

内部評価

課の
業務実績

研究開発・評価委員会
原則として、

研究開発部門等単位で設置

各組織の
業務実績・内部評価

大綱的指針に基づく
研究開発課題の評価
諮問・答申

諮問

諮問

【研究開発の推進に関連
する事項】

【経営上の重要事項】

外部の
専門家

・
有識者

意

見

・ 委員は、外部専門家及び外部有識者で構成

・ 委員は理事長が委嘱

・ 委員会の庶務は各部門等が実施

（組織の性格
による）

（事前・中間・事後・追跡）

研究開発組織

○○部門

経営管理 ：理事長ヒアリング
（役員会）

独法評価対応：自己評価委員会

〇福島廃止措置研究開発・評価委員会

〇福島環境研究開発・評価委員会

○安全研究・評価委員会

○先端基礎研究・評価委員会

○原子力基礎工学研究・評価委員会

○高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委
員会

○中性子及び放射光利用研究開発・評価
委員会

○J-PARC研究開発・評価委員会

○高速炉サイクル研究開発・評価委員会

〇バックエンド対策研究開発・評価委員会

○地層処分研究開発・評価委員会
部、課の
業務実績

部門長等の求めに応じ、
課題の推進に資する意見



研究開発課題(地層処分技術に関する研究開発)の中間評価

中間評価の諮問

• 機構理事長から、「３０原機（地） 020」により、現中長期計画期間（平成27年4月～平成
34年3月）の4年目に当たる平成30年度に、「地層処分研究開発・評価委員会」委員長に
対して，高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発（研究開発課題名：地
層処分技術に関する研究開発）についての中間評価を諮問

中間評価の進め方

• 国の指針：

 「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成28年12月21日内閣総理大臣決定）

 「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成27年4月1日文部科学
大臣決定）

などに基づき、研究開発の必要性・有効性の観点から、研究開発の意義，計画の妥当性
や成果の達成度と今後の計画の見通しを評価

• 研究開発の効率性の観点から、研究開発の実施体制や費用対効果などの妥当性につい
ても評価
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第３期中長期計画について ① 中長期目標

第３期中長期目標（文部科学省 経済産業省 原子力規制委員会）

（中略）

(3) 高レベル放射性廃棄物の処分技術等に関する研究開発

エネルギー基本計画等を踏まえ、原子力利用に伴い発生する高レベル放射性廃棄
物処分に必要とされる技術開発に取り組む。

具体的には、高レベル放射性廃棄物の地層処分の実現に必要な基盤的な研究開
発を着実に進めるとともに、実施主体が行う地質環境調査、処分システムの設計・安
全評価及び国による安全規制上の施策等のための技術基盤を整備、提供する。また、
超深地層研究所計画と幌延深地層研究計画については、改革の基本的方向を踏まえ
た調査研究を委託などにより重点化しつつ着実に進める。なお、超深地層研究所計画
では、平成34年1月までの土地賃貸借期間も念頭に調査研究に取り組む。さらに、こ
れらの取組を通じ、実施主体との人材交流等を進め、円滑な技術移転を進める。加え
て、代替処分オプションとしての使用済燃料直接処分の調査研究を継続する。

これらの取組により、我が国の将来的な地層処分計画立案に資する研究成果を創
出する。
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第３期中長期計画について ② 中長期計画

第３期中長期計画（期間：平成27年4月1日～平成34年3月31日）

（中略）

(1) 深地層の研究施設計画

超深地層研究所計画（結晶質岩：岐阜県瑞浪市）と幌延深地層研究計画（堆積岩：北海道
幌延町）については、機構が行う業務の効率化を図りつつ、改革の基本的方向を踏まえた調査
研究を、委託などにより重点化し、着実に進める。研究開発の進捗状況等については、平成
31年度末を目途に、外部専門家による評価等により確認する。なお、超深地層研究所計画で
は、土地賃貸借期間も念頭に調査研究に取り組む。
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超深地層研究所計画については、地下坑道における工学的対策技術の開発、物質移動
モデル化技術の開発及び坑道埋め戻し技術の開発に重点的に取り組む。これらに関する研
究については、平成31年度末までの5年間で成果を出すことを前提に取り組む。また、同年
度末までに、跡利用を検討するための委員会での議論も踏まえ、土地賃貸借期間の終了
（平成34年1月）までに埋め戻しができるようにという前提で考え、坑道埋め戻しなどのその
後の進め方について決定する。

幌延深地層研究計画については、実際の地質環境における人工バリアの適用性確認、処
分概念オプションの実証及び地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証に重点的に取り
組む。また、平成31年度末までに研究終了までの工程やその後の埋め戻しについて決定す
る。



第３期中長期計画について ③ 平成30年度計画

平成30年度の業務運営に関する計画 （期間：平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（中略）

1) 深地層の研究施設計画
（中略） 平成30年度は、深地層の研究施設計画における研究開発の進捗状況等の取りま

とめや外部専門家による評価に向けた準備を開始する。
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幌延深地層研究計画については、深度350mまでの研究坑道を利用して、実際の地質環境における
人工バリアの適用性確認に係る人工バリア性能確認試験を継続するとともに、地下環境におけるオー
バーパックの腐食現象の評価・取りまとめを実施する。割れ目帯を対象とした物質移行試験については
原位置試験における堆積岩中の物質移行現象についての評価・取りまとめを実施する。また、処分概念
オプションの実証における搬送定置・回収技術に関する試験を実施する。さらに、地殻変動に対する堆
積岩の緩衝能力の定量化に向けた水圧擾乱試験における堆積岩の緩衝能力についての評価・取りまと
めを実施する。これらの基盤情報として必要な地質環境データを取得するとともに、地質環境の調査技
術やモデル化手法の妥当性等の評価を継続する。

超深地層研究所計画については、深度500mまでの研究坑道を利用し、地下坑道における工学的対
策技術の開発及び物質移動モデル化技術の開発として得られた成果の取りまとめに着手する。また、坑
道埋め戻し技術の開発については、再冠水試験として地質環境の状態変化を把握するために行った各
種調査試験結果の解析や採取した試料の分析を実施する。これらの解析・評価に必要な坑内外の地下
水の水圧・水質をはじめとする地質環境データの取得や、地質環境調査技術及びモデル化手法の妥当
性等の評価を継続する。さらに、坑道埋め戻しの検討及び地下で取得したデータを地上でモニターする
ためのシステムの整備を進める。



②物質移動モデル化技術の開発①地下坑道における工学的対策技術の開発

◆大規模湧水に対するウォータータイトグラウト技術
◆地下水管理技術

[概要] 深度500mの研究坑道において、坑道への湧水量を
プレグラウトとポストグラウトの組合せによって制御可能
とするウォータータイトグラウト施工技術を実証する。
また、地下水排水処理技術等の地下水管理技術の高度化

にも取り組む。

◆長期的な変遷を含めた地下深部におけるわが国固有の亀裂
ネットワーク中の地下水流動・物質移動に関する試験及び
モデル化技術

[概要] 深度500mの研究坑道において、花崗岩中の割れ目で
の物質の移動現象を理解し、モデル化するための調査解析
を実施する。また、割れ目の透水性及び地下水流動・水質
の長期的変化や地下水流動の緩慢さを明らかにするための
調査を実施する。

岩盤
坑道

分析装置へ

蛍光剤などを加えた
地下水を注入

割
れ
目
中
を
移
動

研究坑道内での物質移動試験の例

モニタリング装置

③坑道埋め戻し技術の開発

ポストグラウト工事のイメージ

◆坑道閉鎖に伴う環境回復試験技術
◆長期モニタリング技術など

[概要] 深度500mの研究坑道において、坑道の一部を埋め
戻し、地下水を自然に冠水させることによって、地下水
の水圧・水質及び坑道周辺岩盤の化学的・力学的変化を
観察し、地質環境の回復能力等を評価すると共に、地質
環境に応じた埋め戻し技術の構築を目指す。また、長期
の観測に必要なモニタリング技術の開発も実施する。

ポストグラウト施工部

換気立坑

再冠水試験のイメージ

止水壁 地下水（青矢印）

割れ目分布モデル

必須の課題について ① 瑞浪超深地層研究所
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地震・断層活動等の地殻変動に対する力学的・水理学的な緩衝能力を定量的に検証し、堆積岩地域における立地選定や処分
場の設計を、より科学的・合理的に行える技術と知見を整備する。
 水圧擾乱試験などによる緩衝能力の検証・定量化
 地殻変動による人工バリアへの影響・回復挙動試験

人工バリア性能確認試験

①実際の地質環境における人工バリアの適用性確認

②処分概念オプションの実証

③地殻変動に対する堆積岩の緩衝能力の検証

平成26年度から深度350m調査坑道で実施している人工バ
リア性能確認試験、オーバーパック腐食試験、物質移行試験
を通して、実際の地質環境において、人工バリアや周辺岩盤
中での熱-水-応力-化学連成挙動や物質移行現象などを計
測・評価する技術の適用性を確認し、「精密調査後半」に必要
となる実証試験の技術基盤を確立する。
人工バリア性能確認試験
 オーバーパック腐食試験
物質移行試験

人工バリア設置環境の深度依存性を考慮し、種々の処分概念オプションの工
学的実現性を実証し、多様な地質環境条件に対して柔軟な処分場設計を行う
ことを支援する技術オプションを提供する。
処分孔等の湧水対策・支保技術などの実証試験
人工バリアの定置・品質確認などの方法論に関する実証試験
高温度（100℃以上）などの限界的条件下での人工バリア性能確認試験

オーバーパック腐食試験

物質移行試験
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必須の課題について ② 幌延深地層研究センター



第2期中期計画取りまとめの成果物概要
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